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本大会では、行政計画策定段階における住民参加手法の

一つである「市民討議会」に着目し、平成２７年７月から

１１月にかけて中核市規模（人口２０万人から６０万人）

の自治体に行った「行政計画策定段階における討議的住民

参加手法の活用状況」と題するアンケート調査から得られ

た結果を発表した。 

発表では特に、市民討議会の参加者が、開催する自治体

の社会の縮図を形成できているかに着目した。 

発表内容の概要は次の通りである。 

アンケート調査の結果、中核市規模の自治体８８市の内、

市民討議会を行政計画に用いた自治体は、盛岡市、高崎市、

水戸市、船橋市、岐阜市の５市であることがわかった。 

この５市の市民討議会参加者が開催自治体の縮図を形成

しているか、参加者数と市全体の人口割合にのみ焦点を絞

り確認した。縮図が形成できているかの判断は、２０代か

ら７０年代の各年代の参加者割合と開催自治体の人口割合

との差が±５％以内であることを基準とした。 

その結果船橋市を除く 4 市では、参加者割合と開催自治

体の割合に開きが見られ、社会の縮図の形成に課題がある

ことがわかった。特に 20 代については、参加割合が低く、

高齢者層については参加割合が高い結果となっている。こ

のことから若年者層の参加率を高める工夫が必要であると

いえる。  
また今後の課題として、船橋市のように参加者の割合と、

市全体の割合が一致する要因の調査を行う必要がある。ま

た、今回は参加人数に焦点を当てて調査を行ったが、真に

代表性を確保したといえるためには、さらに様々な社会的

属性を確認する必要がある。 

 


